
２　職員の給与の状況

２－１ 人件費の状況（普通会計決算）

２－２　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成２２年４月１日現在の人数です。

 ２－３ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

宮城県 42.8 343,936 440,213 379,909

国 42.3 327,205 ― 397,723

（国ベース）

東松島市 42.8 311,178 524,285 335,250

179,440 396,360 1,715,631 5,446

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

給与費 B/A

22年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

315 1,139,831

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

　　　　　　　　　　　％

42,277 15,335,995 509,133 2,694,013 17.6 16.6

Ｂ／Ａ 平成２１年度の人件費率

区　　分 住民基本台帳人口

22年度
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

（平成２２年度末） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ

【定員管理の状況】

市では、集中改革プランに基づき、平成１７年４月１日現在の職員数３７９人を基準に、平

成２７年４月１日の職員数を３２９人、１０年間で５０人の職員数を削減する目標を立て取り

組んでいます。
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【単位：人】
定員適正化計画の進捗状況（平成２３年４月１日現在）

計画値

実績値

【職員給与の状況】
市職員の給与は、国や県、ほかの地方公共団体との均衡を考えながら、議会の議決を経て、条例

により決定されています。
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　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの　　　　 

　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等　　　

　　　　の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

     ３　東松島市の平均給与月額に、震災対応業務のための時間外勤務手当が含まれています。

２－４　職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

２－５　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

２－６　一般行政職の級別職員数等の状況（平成２３年４月１日現在）

（注）　東松島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

１　級 定型的な業務を行う職務 主事、技師
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

39 16.3

２　級 知識又は経験を必要とする業務を行う職務 主査、技術主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

25 10.5

３　級
主任の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が規
則で定める職の職務

主任、技術主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

80 33.5

４　級
班長の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が規
則で定める職の職務

班長、技術監、主幹、技
術主幹

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

46 19.2

５　級
課長の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が規
則で定める職の職務

課長、副参事、技術副
参事

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

37 15.5

６　級
部長及び会計管理者の職務又は職務の複
雑、困難及び責任の度がこれと同程度のも
のとして市長が規則で定める職の職務

部長、会計管理者、議
会事務局長、参事

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

12 5.0

中　学　卒 176,700 206,100 220,075

区　　分 標準的な職務内容および代表的な職種 職員数 構成比

高　校　卒 185,271 218,440 272,313

技能労務職 高　校　卒 － － －

区　　　　分 経験年数７年～10年未満 経験年数10年～15年未満 経験年数15年～20年未満

一般行政職 大　学　卒 221,625 272,079 297,033

技能労務職 高　校　卒 137,200 141,900

中　学　卒 121,600 125,400

一般行政職 大　学　卒 172,200 178,800 172,200

高　校　卒 140,100 144,500 140,100

国 49.5 283,862 ― 321,662

区　　　　　分 東松島市 宮城県 国

東松島市 43.6 250,337 340,924 263,494

宮城県 49.5 332,110 383,254 358,903

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）
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２－７　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成２２年度支給割合） （平成２２年度支給割合） （平成２２年度支給割合）

期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～15％ ・役職加算　5％～20％ ・役職加算　5％～20％

・管理職加算　15％～25％ ・管理職加算　10％～25％

２－８　退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 　定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　なし　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２２年度に退職した職員に支給された平均額です。

２－９　地域手当

（平成２３年４月１日現在）
千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

２－１０　特殊勤務手当　※平成１９年度からは特殊勤務手当を全廃しました

廃止した特殊勤務手当　・感染症防疫作業手当　・動物の死体処理手当

　・行旅死亡人処理手当　・訪問指導従事手当

２－１１　時間外勤務手当
千円

千円

（注）　選挙による時間外勤務手当も含まれておりますので、選挙のある年とない年では決算額に大幅な変動が生じます。           

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ２ 年 度 決 算 ） 273

宮城県名取市・多賀城
市・利府町・富谷町

3 0 3

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ２ 年 度 決 算 ） 78,257

東京都特別区 18 0 18

宮城県仙台市 6 5 6

支給実績（平成２２年度決算） 729

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２２年度決算） 146

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

59.28 59.28 59.28 59.28

－ 21,970

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

東松島市 国

23.50 30.55 23.50 30.55

2.60 1.35 2.60 1.35 2.60 1.35

東松島市 宮城県 国

１人当たり平均支給額（平成２２年度） １人当たり平均支給額（平成２２年度）
―

1,252 1,691
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２－１２　その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

２－１３　特別職の報酬等の状況

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

        勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

副 議 長 372,000円 2.95月 － －

議 員 348,000円 2.95月 － －

教 育 長 600,000円 2.95月 600,000円×在職月数×0.21 6,048,000円

議 長 422,000円 2.95月 － －

市 長 891,000円 2.95月 891,000円×在職月数×0.44 18,817,920円

副 市 長 707,000円 2.95月 707,000円×在職月数×0.26 8,823,360円

区　　　分 給料月額
期末手当支給割合 退職手当

（平成２２年度） （算定方式） （１期の手当額）

災害派遣手当 同 － － 千円 －

夜間勤務手当 同 － － 千円 －

休日勤務手当 同 － － 千円 －

宿日直手当 同 － － 千円 －

単身赴任手当 同 － － 千円 －

住居手当 同 － 20,162 千円 288,026

通勤手当 同 － 13,506 千円 53,596

管理職手当 同 － 23,123 千円 428,194

（平成２２年度決算）

扶養手当 同 － 38,964 千円 220,136

手　当　名
国の制
度との
異同

異なる
内容

支給実績 支給職員１人当たり
（平成２２年度決算） 平均支給年額
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